
３ バイオマスの活用 ①

８

➢ 木質バイオマスの活用は、再生可能エネルギーの推進だけではなく、林業や地域経済の

活性化、雇用の確保等にも貢献。特に、未利用となっている林地残材には大きな可能性。

➢ 木質バイオマスは、木質チップや木質ペレット、薪等に加工され、製材工場や公共施設、

発電所等におけるエネルギー源としての利用が増えてきている。

木質チップ

ストーブ

発電熱供給

熱電併給

薪

木質ペレット

32 
55 72 89 

121 
179 

280 

445 

603 

800 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H21 22 23 24 25 26 27 28 29 37

燃料材 国産木材供給量に占める燃料材の比率

(万m3)

（年）

出典：木材利用課調べ（～平成26年）、林野庁「木材需給表」（平成27年～）
※ ペレット、薪、炭、及び燃料用チップを含む（丸太換算）

H37木材供給量
4,000万m3
（目標）

H29木材供給量
2,953万m3
（実績）

H21木材供給量
1,827万m3
（実績）

間伐材等由来の木質バイオマス利用量
地球温暖化問題への関心の高まりや、化石燃料から再生可能エ
ネルギー熱への転換による経営リスクの軽減等を背景に、近年、
生産量が増加。



３ バイオマスの活用 ② ～新たな木材製品の活用（CLT）～
ク ロ ス ラ ミ ネ イ ティッ ド テ ィ ンバー

CLT(Cross Laminated Timber：直交集成板)

出典：内閣官房資料 ９



３ バイオマスの活用 ③ ～実用化が期待される技術事例～

○国産スギリグニンのマテリアル利用（内閣府（SIP次世代農林水産業創造技術））

［技術概要］
日本固有の樹木であるスギから、木質の25～35％を占める成分 で
あるリグニンを安全性の高い素材であるPEG（ポリエチレングリコール）
を用い、加工性の高い改質リグニンを製造することが可能。プラス
チック等の代替となる幅広い用途の製品（自動車用部材など）
を実用化に向け開発中。

改質リグニン

○資源作物（エリアンサス）のエネルギー利用
（国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構）

［技術概要］
エリアンサスは、多年生・高収量の資源作物で、ペレット等のバイオ
燃料 の原料としてエネルギー利用が期待。日本に適した新品種を開
発し、その 栽培法及びペレット燃料加工・利用法を確立。
栃木県さくら市の市営温浴施設のシャワー用熱源として利用。 開発品種「JES1」

収 穫 ペレット製造施設 エリアンサスペレット

出典：バイオマスの活用をめぐる状況 2018年

木質バイオマスボイラー
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３Dプリンター造形材料
内外装材（ボンネット等）に改質
リグニンを導入した試作車

スマートメータ用基板

【改質リグニン製品例】

改質リグニン



出典：バイオマスの活用をめぐる状況 2018年

バイオガスの利用事例 （鹿追町）
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しかおいちょう

３ バイオマスの活用 ④ ～事例１～

➢ 鹿追町は、平成19年に、家畜ふん尿の適正処理、生ゴミ、汚泥の資源化等を図るため、既存の汚泥処理施設にバイ
オガスプラント・堆肥化施設を新設し「鹿追町環境保全センター」を設置。

➢ バイオガスによる電力は施設内で利用するとともに、余剰分は固定価格買取制度により北海道電力に売電。消化液は
液肥・堆肥として農地還元し、環境に配慮した地域資源循環型社会の形成を推進。余熱を利用した温室栽培、魚類
の養殖も実施。

➢ 同施設では、将来に水素社会を見据え、平成27年より、バイオガスから水素を製造･利用する実証事業（環境省）にも
着手。

➢ 爪幕バイオガスプラント（処理量：210トン/日、発電能力1000kW（250kW×4基））が平成28年4月より本格稼動。



出典：バイオマスの活用をめぐる状況 2018年

木質バイオマスエネルギーの利用事例（下川町）
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しもかわちょう

３ バイオマスの活用 ⑤ ～事例２～

➢ 事業者や町民等が、木質チップの原料となる木材等を、木材加工施設（下川町木質原料製造施設）に搬入。地元の
化石燃料供給会社で構成する「エネルギー供給協同組合」が、下川町から指定管理委託を受けて、木質チップの製
造及び供給を実施。

➢ 木質ボイラーは、役場、五味温泉、育苗施設、集合住宅、町営住宅、病院、小学校、中学校等に１１基設置。
➢ 一の橋地区では、木質バイオマスボイラーを中心とした地域のエネルギー自給や、集住化によるコミュニケーション機

会の創出とともに、高齢者の生活支援、コミュニティビジネスの創造など、地域の複合的な課題の解決に向けた取組を
進めている。


